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革の論点」（『租税研究』2010 年 11 月号）
の中で、消費税増税と併せた、所得再配分
機能の強化の必要性を指摘している。同論
文では、日本の所得税制は近年フラット化
してきた結果、税による再分配効果が 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
OECD 諸国の中でも最も小さいものになっ
ていることが示されている。そうした状況
に対応するためにも、消費税の増税は、低
所得者層への給付制度の導入などを伴いな
がら進めることが望ましいとしている。 
いずれにせよ、現在の危機的な財政状況
を将来にわたり放置することは、若年世代
に対してより厳しい負担を強いることにな
る。雇用機会や年金の負担と給付の世代間
アンバランス等、多面的に生じ始めている
「若肉老食」の状況をこれ以上座視するこ
とはできない。財政再建問題は、現在の一
時点での負担の公平－不公平の問題よりも、
むしろ世代間の負担と受益の公平化の観点
から語られるべきである。その意味で、一
刻も早く短期的視野のポピュリズムに流さ
れない議論が進展し、その中で明確な財政
再建への道筋が示されることが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
